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2020年７月９日

株 主 各 位
東京都北区田端六丁目１番１号

日本ドライケミカル株式会社
代表取締役社長 遠 山 榮 一

第68回定時株主総会継続会開催ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第68回定時株主総会継続会（以下、「本継続会」といい
ます。）を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
なお、ご出席の際は、お手数ながら同封の「第68回定時株主総会継続
会出席票」を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま
す。
　なお本継続会は、2020年６月26日開催の第68回定時株主総会の一部となります

ので、本継続会にご出席いただける株主様は、第68回定時株主総会において議決

権を行使できる株主様と同一となりますことを申し添えます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
記

１．日 時 2020年７月29日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都北区田端六丁目１番１号　田端ASUKAタワー14階
日本ドライケミカル株式会社　会議室
(末尾の「株主総会継続会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第68期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）　事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

２．第68期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）　計算
書類報告の件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　本開催ご通知の提供書面のうち、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表、また、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表に表示すべき事項に係る情報に
つきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（アドレスhttps://www.ndc-group.co.jp/）に掲載しておりますので、本開催ご通知の
提供書面には記載しておりません。
　また、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して
監査した連結計算書類及び計算書類には、本開催ご通知の提供書面に記載のもののほか、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.ndc-group.co.jp/）に記載して
おります連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表、また、計算書類の株主
資本等変動計算書及び個別注記表も含まれております。
　なお、事業報告及び計算書類、連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.ndc-group.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）におけるわ

が国経済は、輸出や生産に弱さがみられるものの、雇用・所得環境や企業

収益の改善を背景に、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、

消費税率引き上げ後の消費マインドの落ち込み、米中貿易摩擦をはじめと

する海外経済情勢の不確実性の高まりに加え、新型コロナウイルス感染症

の世界的な感染拡大により、先行きへの不透明感が一層高まる状況となり

ました。

当社グループの属する防災業界におきましても、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大による業績への影響が懸念される状況にはありますが、防

災・減災を目的とした公共事業や都市部の大規模再開発等による需要拡大

への期待感は尚、継続しているように見受けられます。

このような経済状況のもと、当社グループは、引き続き自動火災報知設

備から消火設備、消火器そして消防自動車までを広くカバーする総合防災

企業としての立ち位置を更に強化しつつ、製品ラインナップの拡充を図り

積極的な営業活動を推進してまいりました。また、各種防災設備の設計・

施工、消火器及び消防自動車等の製造そしてそれらのメンテナンスを通じ

て、世の中に高度な安心・安全を提供し、より良質な社会インフラを構築

するという社会的使命を果たすべく、グループ一丸となって注力しており

ます。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の売上高は

39,846百万円（前連結会計年度比3,542百万円増加）となりました。利益に

つきましては、営業利益2,974百万円（同1,271百万円増加）、経常利益

2,784百万円（同1,045百万円増加）、親会社株主に帰属する当期純利益

1,584百万円（同468百万円増加）となりました。

当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消

火設備、消防自動車、自動火災報知設備の製造・販売、防災関連用品の仕

入・販売等、幅広く防災にかかわる事業を行っており、単一セグメントで
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あるため、業績については営業種目別に記載しております。

営業種目別の業績は、次のとおりであります。

　　イ．防災設備事業

当連結会計年度は、都市再開発及びリニューアル等の大型案件の工事進

捗が進んだこと、プラント施設の工事案件増加等により、売上高は20,150

百万円（前連結会計年度比2,019百万円増加）となりました。売上総利益に

つきましては、4,705百万円（同894百万円増加）となりました。

　　ロ．メンテナンス事業

当連結会計年度は、改修・補修工事案件にかかる引き合いは継続してあ

り、その掘り起こしを積極的に進めたこと、新規顧客の開拓に努めたこと

等により、売上高は8,350百万円（同791百万円増加）となりました。売上

総利益につきましては、3,246百万円（同373百万円増加）となりました。

　　ハ．商品事業

当連結会計年度は、消火器類の販売及び小型工事案件の引き合いが堅調

であったこと等により、売上高は8,787百万円（同309百万円増加）となり

ました。売上総利益につきましては、1,203百万円（同97百万円増加）とな

りました。

　　ニ．車輌事業

当連結会計年度は、電力会社向け特殊車輌の納入があったこと等により、

売上高は2,558百万円（同423百万円増加）となりました。売上総利益につ

きましては、274百万円（同156百万円増加）となりました。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は469百万円で、営業種目

別の主な内容は次のとおりであります。

　防災設備事業においては、機械装置に41百万円、金型の更新に15百万円

の設備投資を実施しております。

　商品事業においては、機械装置に117百万円、金型の更新に40百万円の設

備投資を実施しております。

　車輌事業においては、製造設備の拡充に24百万円の設備投資を実施して

おります。

　その他共通の設備投資は、研究開発投資に47百万円、システム投資に23

百万円、工場内整備等に29百万円、本社及び支店の移転にかかる設備等に

79百万円の設備投資を実施しております。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 65 期

(2017年３月期)
第 66 期

(2018年３月期)
第 67 期

(2019年３月期)

第 68 期
(当連結会計年度)

(2020年３月期)

売 上 高(千円) 30,919,054 32,622,772 36,304,107 39,846,863

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

(千円) 867,314 1,104,207 1,116,096 1,584,710

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 121.29 155.94 157.61 224.12

総 資 産(千円) 24,320,758 27,626,007 28,056,178 41,895,188

純 資 産(千円) 10,512,204 11,609,441 12,550,500 15,997,301

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 1,484.53 1,639.48 1,772.37 1,979.13

(注） 当社は2018年10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

第65期(2017年３月期)の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利

益及び１株当たり純資産額を算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 65 期

(2017年３月期)
第 66 期

(2018年３月期)
第 67 期

(2019年３月期)

第 68 期
(当事業年度)
(2020年３月期)

売 上 高(千円) 28,085,698 30,137,978 33,343,692 35,455,131

当 期 純 利 益(千円) 1,442,141 1,069,126 1,161,029 1,705,764

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 201.68 150.98 163.96 241.24

総 資 産(千円) 21,823,767 24,523,042 24,727,080 30,774,165

純 資 産(千円) 8,362,975 9,309,227 10,323,143 11,789,758

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 1,181.01 1,314.64 1,457.83 1,683.97

(注） 当社は2018年10月１日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

第65期(2017年３月期)の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利

益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

北海道ドライケミカル株式会社 　30百万円 　　　100.0％
防災設備事業

メンテナンス事業
商品事業

日本ドライメンテナンス株式会社 　10百万円 　　　100.0％ メンテナンス事業

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、当社グループと同様の事業を営む企業との競争激化によ

る収益基盤が毀損しないように、製品及びサービスの差別化が最重要と考え

ており、独自の防災製品・防災システムを開発するための研究開発体制及び

社員教育の充実、業務提携先企業とのアライアンス強化を図ってまいります。

とりわけ、自動火災報知と消火にかかる技術の融合を図り、業務提携先企業

の技術や製品・システムを活用して、新しいコンセプトに立った防災製品・

防災システムの開発に注力しております。

　それらを実現するために、千葉工場内の試験研究棟ではスプリンクラー消

火設備を中心とした各種消火設備の試験研究に取り組んでおり、福島工場内

の総合防災研究棟では、次世代の自動火災報知設備・機器を中心とした研究

開発を推進しております。

　当社グループは引き続き、火災の報知から消火までをカバーする最強の防

災プロフェッショナルとして、社会のニーズを先取りした高品質な防災機器

を製造、販売し、より安心・安全な社会インフラの構築に貢献することを目

指し、高品質な防災製品及び防災システムを提供するために製造・販売・施

工・保守体制の充実に努めていくとともに、環境によりやさしい消火薬剤の

開発そしてそれらを用いた製品・システムの開発等、社会的責任を果たすこ

とにグループ一丸となって取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

　　当社グループは、各種防災設備の設計・施工・保守点検、消火器及び消火

設備、消防自動車、自動火災報知設備の製造・販売、防災用品の仕入・販売

等の防災事業を行っております。

    営業種目別の主要製品及び事業内容は以下のとおりであります。

営 業 種 目 主 要 製 品 ・ 事 業 内 容

防 災 設 備 事 業
建築防災設備、プラント防災設備及び船舶防災設備における各種

防災設備の設計・施工を行っております。

メンテナンス事業
各種防災設備の保守点検業務、派生する修繕及び改修工事を行っ

ております。

商 品 事 業
各種消火器の製造・販売及び各種防災用品の仕入・販売を、販売

代理店を中心に行っております。

車 輌 事 業 各種消防自動車の設計・製造・販売を行っております。

(6) 主要な事業所及び工場（2020年３月31日現在）

当 社

本社：東京都北区

工場：千葉県山武市、福島県福島市

支店：関東(さいたま市)、大阪市、名古屋市、九州(福岡市)
　　　東北(仙台市)、札幌市、北陸(金沢市)

北海道ドライケミカル
株 式 会 社

本社：札幌市

日本ドライメンテナンス
株 式 会 社

本社：千葉市
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(7) 従業員の状況（2020年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

営 業 種 目 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

防 災 設 備 事 業 486名 177名増

メ ン テ ナ ン ス 事 業 111 3名増

商 品 事 業 86 12名減

車 輌 事 業 15 -

全 社 共 通 （ 工 場 含 む ） 334 34名増

合 計 1,032 202名増

（注）1.従業員数には、人材派遣会社からの派遣社員は含まれておりません。

　　　2.従業員数が、前連結会計年度末と比べて増加しましたのは、防災設備事業における消火

設備用機器・製品の調達機能強化及び営業体制を強化したためであります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

715名 40名増 41.4歳 12.1年

（注）従業員数には、人材派遣会社からの派遣社員は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,150,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,900,000

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,550,000

株 式 会 社 東 邦 銀 行 1,490,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 60,000

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 50,000

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 10,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 14,000,000株

②　発行済株式の総数 7,181,812株

③　株主数 4,010名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

綜 合 警 備 保 障 株 式 会 社 1,100,000株 15.71％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

441,300 6.30

日 本 ド ラ イ ケ ミ カ ル 取 引 先 持 株 会 344,600 4.92

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

234,700 3.35

株 式 会 社 初 田 製 作 所 200,000 2.85

新 日 本 空 調 株 式 会 社 192,000 2.74

ＢＮＹＭ　ＲＥ　ＢＮＹＭＬＢ　ＲＥ
Ｇ Ｐ Ｐ 　 Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ 　 Ｍ Ｏ Ｎ Ｅ Ｙ
Ａ Ｎ Ｄ 　 Ａ Ｓ Ｓ Ｅ Ｔ Ｓ 　 Ａ Ｃ

188,400 2.69

沖 電 気 工 業 株 式 会 社 178,000 2.54

株 式 会 社 吉 谷 機 械 製 作 所 160,000 2.28

株 式 会 社 東 京 エ ネ シ ス 140,000 1.99

（注）１．当社は、自己株式を180,624株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

  (2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 遠 山 榮 一

北海道ドライケミカル株式会社
代表取締役

日本ドライメンテナンス株式会社
代表取締役

株式会社イナートガスセンター
代表取締役社長

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
代表取締役社長

株式会社総合防災
代表取締役

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
代表取締役副社長

一般社団法人日本消火器工業会 会長

株式会社消火器リサイクル推進センター
代表取締役社長

ＮＤＣ Ｋｏｒｅａ株式会社 代表理事

広伸プラント工業株式会社
代表取締役

株式会社街かど防災ラボ
代表取締役会長

取 締 役 浅 田 裕 沖

営業本部長

　日本ドライメンテナンス株式会社
取締役

株式会社イナートガスセンター
取締役

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
取締役

株式会社街かど防災ラボ
取締役

取 締 役 佐 藤 寛 則

製造本部長 兼 千葉製造部長 兼 福島
製造部長 兼 車輌営業本部長 兼 車輌
事業ユニットリーダー

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
取締役

取 締 役 亀 井 正 文
管理本部長 兼 経理財務部長

ＮＤＣ Ｋｏｒｅａ株式会社 監査役
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 松 岡 　 猛

営業本部副本部長

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
取締役

広伸プラント工業株式会社
取締役

取 締 役  田 浩 二 開発営業本部長

取 締 役 海 老 根 　 洋  一 イシグロ株式会社 参与
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

常 勤 監 査 役 内 村 滋 樹

北海道ドライケミカル株式会社
監査役

日本ドライメンテナンス株式会社
監査役

株式会社イナートガスセンター
監査役

ＮＤＣエンジニアリング株式会社
監査役

株式会社総合防災
監査役

エヌ・エヌメンテナンス株式会社
監査役

広伸プラント工業株式会社
監査役

株式会社街かど防災ラボ
監査役

監 査 役 渡 慶 次 　 憲  彦 株式会社HLSグローバル 代表取締役

監 査 役 紀 陸 保 史
ダイヤオフィスシステム株式会社
顧問

（注）１．取締役海老根洋一氏は、社外取締役であります。

　　　２．監査役渡慶次憲彦氏及び紀陸保史氏は、社外監査役であります。

　　　３．監査役渡慶次憲彦氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験に加え、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。

　　　４．監査役紀陸保史氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有して

おります。

　　　５. 当社は取締役海老根洋一氏、監査役渡慶次憲彦氏、監査役紀陸保史氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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　　②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6名
(1)

91,921千円
（1,296)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

13,704
(3,204)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

9
(3)

105,625
(4,500)

（注）１．取締役の報酬限度額は、2009年６月30日開催の第57回定時株主総会において、年額

150,000千円以内（ただし、従業員分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2008年６月30日開催の第56回定時株主総会において、年額

30,000千円以内と決議いただいております。

３．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

 ・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額は19,134千円（取締役５名に対し19,134

千円）であります。なお、監査役１名及び社外役員3名の役員賞与引当金はありませ

ん。

 ・当事業年度における役員退職慰労金の繰入額は18,000千円（取締役５名に対し15,900

千円、監査役１名に対し2,100千円）であります。なお、社外役員３名の役員退職慰労

引当金はありません。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　　該当事項はありません。
ハ．社外役員が親会社及び子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役海老根洋一氏はイシグロ株式会社の参与であります。当社と兼
　職先との間には、工事部材等仕入の取引関係があります。

　・監査役渡慶次憲彦氏は株式会社HLSグローバルの代表取締役でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

　・監査役紀陸保史氏はダイヤオフィスシステム株式会社の顧問でありま
す。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

－ 13 －



ロ．当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　名 活 動 状 況

取締役 海老根   洋  一

当事業年度に開催された取締役会20回のうち18回に出席いた

しました。取締役会において、経営から独立した客観的･中立

的な立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための発言を行っております。

監査役 渡慶次   憲  彦

当事業年度に開催された取締役会20回のうち17回、監査役会

12回のうち11回に出席いたしました。監査役経験者としての

見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性に資する発

言及び経営者としての豊富な経験から意見を述べるなど、取

締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な

発言を行っております。また、監査役会において、財務及び

会計に関する知見から適宜、必要な発言を行っております。

監査役 紀  陸   保  史

当事業年度に開催された取締役会20回のうち18回、監査役会

12回のうち11回に出席いたしました。取締役会において、経

営者としての豊富な経験から意見を述べるなど、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な発言を行

っております。また、監査役会においては、議案審議等につ

いて適宜、必要な発言を行っております。

　　④　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外役員３名は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定
める額としております。
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(4) 会計監査人の状況

　①　名称　ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　②　報酬等の額

報酬等の額

(ⅰ)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35,500千円

(ⅱ)当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
35,500千円

 
　(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査、

連結を含む金融商品取引法に基づく監査及び金融商品取引法に準じた

監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき

ませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの

合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検

証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい

たしました。

　　③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。

　　④　責任限定契約の内容の概要

　　　該当事項はありません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　及びその他会社の業務並びに会社及びその子会社から成る企業集団の業務

　の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要は以下のとお

　りであります。

①取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当社を含む当社グループの役員及び使用人は会社が定めた倫理行動規範

   により行動しております。

ロ．取締役は、ほかの取締役の法令又は定款に違反する行為を発見した場合、

　 直ちに監査役会及び取締役会に報告するものとしております。

ハ．取締役会の事務局を設置し、毎月１回の定時取締役会のほか、必要に応

　 じて取締役会を招集し、取締役会規則の定める付議事項が適時に上程・

　 審議される体制とし、議案については十分な審議を可能とする取締役会

　 資料の作成支援、議案内容の事前説明を行うことにより、取締役及び監

　 査役の議案の理解を促し、適法性その他の確認が適切になされることを

　 確保しております。

ニ．当社は、代表取締役社長を委員長とし、全取締役が委員として参画する

　 内部統制委員会を四半期に１回以上開催し、不正・不都合の防止、法令

　 遵守のための施策の策定を行うとともに、その実施状況を確認しており

　 ます。

ホ．当社グループのコンプライアンスに係る内部通報窓口を定め、取締役の

　 法令違反につき通報できる体制をとり、コンプライアンス体制の機能状

　 況をモニタリングしております。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  取締役の職務の執行に係る重要な会議等の議事録及び関連資料は適切に保

　存・管理しております。

　取締役及び監査役は何時でもこれら文書を閲覧できる運用としております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理に関する規程等を定め、全社のリスクを総括的に管理する体制

  を整えております。

　当社は、代表取締役社長を委員長とし、全取締役が委員として参画するリ

  スク管理委員会を設置し、リスク発生の都度又は今後リスクとなる可能性

　のある事象を発見した場合は速やかに開催し、リスク案件の原因の特定、

　改善策の提案、実施など早期解決を図っております。又、定例のリスク管

　理委員会を四半期に１回開催し、リスク案件に関する協議・検討、新たな

　リスク要因への対応協議を行っております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、組織規程・業務分掌規程・職務権限規程をはじめ各種規程を整備
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　し、各役職者の権限と責任を明確にし、適正かつ効率的な職務の執行が行

　われる体制を構築しております。

　各役職者はその権限と責任において迅速かつ機動的な業務執行を図ってお

　ります。

⑤使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、内部監査室を置き、業務全般に関し、法令・定款・社内規程等の

　遵守状況、職務の執行の手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内部監

　査を実施しております。

　内部監査の結果につきましては、当該部署のみならず、社長、取締役ほか、

　関係部署に報告されております。

　　⑥子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

　子会社においては、定例の取締役会が四半期に１回以上開催され、取締役

　の業務執行報告がなされます。その報告内容が「関係会社管理規程」に基

　づき、当社管理本部長に報告され、その報告事項について、当社取締役会

　に報告されております。

　　⑦子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社が定めたリスク管理に関する規程に基づき、グループ各社でリスクを

　管理する体制を整えております。

　四半期に１回、定期的にリスク管理委員会を開催し、グループ各社を含め

　たリスク案件に関する協議・検討、新たなリスク要因への対応協議を行っ

　ております。

　　⑧子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

　　　体制

　子会社においても、組織規程・業務分掌規程・職務権限規程をはじめ各種

　規程を整備し、各役職者の権限と責任を明確にし、適正かつ効率的な職務

　の執行が行われる体制を構築しております。

　各役職者はその権限と責任において迅速かつ機動的な業務執行を図ってお

　ります。

　　⑨子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

　　　を確保するための体制

　当社内部監査室がグループ会社の業務全般に関し、法令・定款・社内規程

　等の遵守状況、職務の執行の手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内

　部監査を実施しております。

　内部監査の結果につきましては、社長、取締役他、関係部署に報告されて

　おります。
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⑩当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

　めの体制

　グループ会社の経営については「関係会社管理規程」に基づき、管理は当

　社管理本部が行っております。子会社は管理本部長に対し、定期的に業務

　の報告を行い、重要案件については当社取締役会の承認を得るものとして

　おります。又、必要に応じて子会社の取締役又は監査役として、当社の取

　締役又は使用人が兼任しております。取締役は当該会社の業務執行状況を

　監督し、監査役は当該会社取締役の職務執行を監査しております。又、当

　社の監査役及び内部監査室は、子会社の監査役等と連携し、子会社の取締

　役及び使用人の職務執行状況の監査や指導を行っております。

⑪監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

　該使用人に関する事項

　監査役からその職務を補助すべき使用人を置くことの要請があれば、速や

　かに対応するものとしております。

⑫前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助す

　る範囲内において監査役又は監査役会に帰属するものとし、又、当該使用

　人の人事異動・人事評価等については、事前に監査役会の同意を必要とす

　るものとしております。

　　⑬監査役の第11号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人を置く場合は、原則として専属の使用人と

　し、取締役の指示、命令を受けないものとします。但し、止むを得ない場

　合は執行との兼務も可としますが、前号の独立性に配慮するものとします。

⑭取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報

　告に関する体制

　監査役は取締役会のほか経営委員会その他重要な会議に出席し取締役等か

　らその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができるものと

　しております。更に取締役は監査役に対して、重要な会議の審議事項、内

　部監査の結果報告、財務の状況等所定の業務執行に関する重要事項の報告

　を行っております。

　又、取締役等は監査役に対して経営に重大な影響を及ぼす事項、コンプラ

　イアンス違反の発生のおそれのある事項については、随時、報告するもの

　としております。

　　⑮子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が

　　　当該監査役設置会社の監査役に報告するための体制

　　　グループ会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受け

　　　た者は、「内部通報規程」に基づき、当社総務人事部長に報告するととも

　　　に、遅滞なく監査役に報告するものとしております。
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　　⑯前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

　　　けないことを確保するための体制

　報告者は、当該報告をしたことにより、不利益を受けることのないものと

　し、万一不利益な取扱いをした場合は、当社「内部通報規程」に基づき、

　罰則の対象としております。

　　⑰監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の

　　　当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

　　　項監査役からの求めに応じ、社内規程に基づき、監査役の職務の執行につ

　　　いて生ずる費用を負担しております。

⑱その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、会計監査人及び内部監査室と情報交換に努め、連携して監査の

　実効性を確保しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　　　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及
び完成工事未収入金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 成 工 事 支 出 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

26,763,913

3,650,528

14,345,921

2,921,268

2,038,439

1,529,219

1,766,958

208,917

322,594

△19,931

15,131,275

8,844,315

3,741,359

1,481,696

221,898

3,142,890

152,532

103,937

1,456,470

1,354,069

70,360

32,041

4,830,489

1,205,408

2,676,000

343,507

785,137

△179,564

（負　債　の　部）

流 動 負 債 19,698,412

支払手形、買掛金
及 び 工 事 未 払 金

6,841,993

電 子 記 録 債 務 1,942,720

短 期 借 入 金 6,174,543

1 年内償還予定の
社 債

767,742

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

567,126

未 払 法 人 税 等 607,987

未 成 工 事 受 入 金 992,233

賞 与 引 当 金 652,274

役 員 賞 与 引 当 金 19,134

完成工事補償引当金 72,071

修 繕 引 当 金 14,000

そ の 他 1,046,585

固 定 負 債 6,199,473

社 債 1,840,084

長 期 借 入 金 2,493,560

役員退職慰労引当金 153,447

修 繕 引 当 金 36,000

退職給付に係る負債 1,029,707

繰 延 税 金 負 債 218,928

そ の 他 427,745

負 債 合 計 25,897,886

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 13,413,812

資 本 金 700,549

資 本 剰 余 金 3,620,607

利 益 剰 余 金 9,349,514

自 己 株 式 △256,859

その他の包括利益累計額 442,441

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

407,410

為替換算調整勘定 △4,123

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

39,155

非 支 配 株 主 持 分 2,141,047

純 資 産 合 計 15,997,301

資 産 合 計 41,895,188 負 債 純 資 産 合 計 41,895,188

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 39,846,863

売 上 原 価 30,416,665

売 上 総 利 益 9,430,197

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,455,368

営 業 利 益 2,974,829

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,544

受 取 配 当 金 29,183

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 6,176

受 取 保 険 金 199

助 成 金 収 入 6,000

そ の 他 37,875 83,980

営 業 外 費 用

支 払 利 息 19,561

為 替 差 損 237,295

事 務 所 移 転 費 用 13,220

そ の 他 3,918 273,995

経 常 利 益 2,784,814

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4,270 4,270

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 382

投 資 有 価 証 券 評 価 損 116,663

段 階 取 得 に 係 る 差 損 246,879

災 害 に よ る 損 失 28,482 392,407

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,396,677

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 974,845

法 人 税 等 調 整 額 △162,878 811,967

当 期 純 利 益 1,584,710

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,584,710

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －



貸　借　対　照　表
     （2020年３月31日現在） 　　　   　  　　（単位：千円）

科 目 金　　額 科 目 金　　額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

未 成 工 事 支 出 金

前 渡 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,590,545

1,743,539

1,425,648

2,827,412

10,201,930

1,343,548

421,874

758,933

194,624

36,479

85,178

381,500

177,188

△7,313

11,183,619

3,653,821

2,295,222

228,950

402,468

13,889

175,400

408,158

17,555

104,631

7,544

82,333

70,077

12,255

7,447,465

1,205,408

2,055,857

61

2,676,000

1,145,424

15,532

630

96,756

266,756

△14,961

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 16,103,117

支 払 手 形 520,428

電 子 記 録 債 務 1,942,720

買 掛 金 4,891,807

短 期 借 入 金 5,010,000

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

520,000

リ ー ス 債 務 4,942

未 払 金 294,254

未 払 費 用 151,251

未 払 法 人 税 等 544,736

未 成 工 事 受 入 金 963,356

前 受 金 18,742

関 係 会 社 預 り 金 302,342

賞 与 引 当 金 598,014

役 員 賞 与 引 当 金 19,134

完成工事補償引当金 72,071

修 繕 引 当 金 14,000

そ の 他 235,312

固 定 負 債 2,881,289

長 期 借 入 金 1,680,000

リ ー ス 債 務 42,391

退 職 給 付 引 当 金 803,927

役員退職慰労引当金 132,247

修 繕 引 当 金 36,000

長 期 預 り 保 証 金 186,723

負 債 合 計 18,984,407

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 11,382,348

資 本 金 700,549

資 本 剰 余 金 1,098,281

資 本 準 備 金 700,549

その他資本剰余金 397,731

利 益 剰 余 金 9,840,376

その他利益剰余金 9,840,376

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 193,965

特別償却準備金 682,036

繰越利益剰余金 8,964,374

自 己 株 式 △256,859

評 価 ・ 換 算 差 額 等 407,410

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

407,410

純 資 産 合 計 11,789,758

資 産 合 計 30,774,165 負 債 純 資 産 合 計 30,774,165

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 2019年４月１日から
2020年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 35,455,131

売 上 原 価 27,286,564

売 上 総 利 益 8,168,566

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,520,298

営 業 利 益 2,648,268

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11,688

受 取 配 当 金 29,183

受 取 事 務 手 数 料 101,433

受 取 保 険 金 199

助 成 金 収 入 6,000

そ の 他 14,560 163,066

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,998

為 替 差 損 237,238

事 務 所 移 転 費 用 13,220

そ の 他 2,014 266,472

経 常 利 益 2,544,861

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 382

投 資 有 価 証 券 評 価 損 116,663

災 害 に よ る 損 失 28,482 145,528

税 引 前 当 期 純 利 益 2,399,332

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 863,373

法 人 税 等 調 整 額 △169,804 693,568

当 期 純 利 益 1,705,764

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年６月26日

日本ドライケミカル株式会社

取締役会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　　東京事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 善 塲 　 秀 明 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 五 代 　 英 紀 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本ドライケミカル株式会社の2019

年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、日本ドライケミカル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
　2020年６月26日

日本ドライケミカル株式会社
　取締役会　御中

　　　　　ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　　　　　　　東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 善 塲 　 秀 明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 五 代 　 英 紀 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ドライケミカル株式会社
の2019年４月１日から2020年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

　計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告

       監　査　報　告　書

当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第68期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。

　　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と

意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受

けました。

　　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、

取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。
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　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1)事業報告等の監査結果

　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

　　②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

　　③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人 PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　(3)連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人 PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2020年６月26日

                            日本ドライケミカル株式会社　監査役会

                    常勤監査役　　　　　 内　村　 滋　樹　　　㊞

                    社外監査役　　　　　 渡慶次　 憲　彦　　　㊞

                  社外監査役　　　　　 紀　陸　 保　史　　　㊞

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場　　日本ドライケミカル株式会社　会議室
東京都北区田端六丁目1番1号
田端ASUKAタワー14階
ＴＥＬ 03-5815-5051

＜交通機関＞
　　　JR「京浜東北線」「山手線」田端駅（北口）より徒歩1分

　　　お車でのご来場はご遠慮ください。



第68回定時株主総会継続会開催ご通知に際しての

インターネット開示事項

① 連結計算書類

連結株主資本等変動計算書……………………１頁

連結注記表………………………………………２頁

② 計算書類

株主資本等変動計算書…………………………11頁

個別注記表………………………………………12頁

本内容は、法令及び定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ

サイト（https://www.ndc-group.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提

供しております。なお、監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算

書類は、「第68回定時株主総会継続会開催ご通知」に記載された内容と本内容と

で構成されております。

日本ドライケミカル株式会社



連結株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 700,549 3,620,607 7,977,239 △116,139 12,182,258

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,584,710 1,584,710

自 己 株 式 の 取 得 △140,720 △140,720

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 － － 1,372,274 △140,720 1,231,554

当連結会計年度末残高 700,549 3,620,607 9,349,514 △256,859 13,413,812

その他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産合計
そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 293,403 △22,493 97,332 368,242 － 12,550,500

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,584,710

自 己 株 式 の 取 得 △140,720

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

114,006 18,369 △58,177 74,199 2,141,047 2,215,246

当連結会計年度変動額合計 114,006 18,369 △58,177 74,199 2,141,047 3,446,801

当連結会計年度末残高 407,410 △4,123 39,155 442,441 2,141,047 15,997,301

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　８社

・主要な連結子会社の名称　　　　北海道ドライケミカル株式会社

日本ドライメンテナンス株式会社

　当社は、2020年３月１6日付で連結会計基準に基づき、Masteco Industry Co., Ltd.、 

Korea High Pressure Cylinder Co.Ltdを当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

　・持分法適用関連会社の数　　　　２社

　　　・主要な関連会社の名称　　　　　株式会社イナートガスセンター

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　在外連結子会社の決算日は12月31日であり、NDC Korea株式会社は連結計算書類作成にあた

っては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の在

外連結子会社は、連結決算日との間に生じた重要な取引について、連結上必要な調整を行っ

ております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．デリバティブ

　　時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

  原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～17年

工具、器具及び備品　２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めて計上しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

ニ．完成工事補償引当金　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

ホ．修繕引当金　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積った修繕額のうち、当

連結会計年度に負担すべき金額を計上しております。

ヘ．役員退職慰労引当金　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　  工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　  工事完成基準

　  なお、工事進行基準による完成工事高は、22,526,145千円であります。

　　③　のれんの償却方法及び償却期間

　　のれんの償却については、投資効果が及ぶ期間（20年以内）で均等償却しております。

ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括償却しております。

④　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

国際財務報告基準を適用している在外連結子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基

準第16号「リース」を適用しております。なお、当該会計基準の適用が連結財務諸表に及ぼす

影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

 有形固定資産の減価償却累計額 4,764,753千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 7,181,812 － － 7,181,812
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　(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 100,624 80,000 － 180,624

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加80,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による

ものです。

  (3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 123,920 17.50 2019年３月31日 2019年６月26日

2019年11月11日
取 締 役 会

普 通 株 式 88,514 12.50 2019年９月30日 2019年12月16日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 122,520 17.50 2020年３月31日 2020年６月29日
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５．金融商品に関する注記

 (1) 金融商品の状況に関する事項

    ① 金融商品に対する取組方針

　　 当社グループは、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており投機的な取引は行わない方針でありま

す。

  ② 金融商品の内容及びそのリスク

　　 営業債権である受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、電子記録債権は、顧客の信用リ

スクに晒されております。営業債務である支払手形、買掛金及び工事未払金、電子記録債務

は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　③ 金融商品に係るリスク管理体制

     イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について経理財務部が取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行

っております。

     ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に

見直しております。デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度

額等を定めた社内ルールに従い、経理財務部が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。金利スワップ取引については、取締役会決議に基づき行っております。

   　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

       　当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。連結子会社に

おいては、各社の担当者が、当社と同様の管理を行っております。

　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

   　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　  2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については､ 次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額

（千円）

時　価

（千円）

差　額

（千円）

(1) 現金及び預金 3,650,528 3,650,528 －

(2) 受取手形、売掛金及

び完成工事未収入金
14,345,921

(3) 電子記録債権 2,921,268

貸倒引当金（*) △19,931

17,247,257 17,247,257 －

(4) 投資有価証券 1,107,393 1,107,393 －

(5) 長期貸付金 2,676,000 2,677,080 1,080

資産計 24,681,179 24,682,260 1,080

(1) 支払手形、買掛金及

び工事未払金
6,841,993 6,841,993 －

(2) 電子記録債務 1,942,720 1,942,720 －

(3) 短期借入金 6,174,543 6,174,543 －

(4) 未払法人税等 607,987 607,987 －

(5) 社債 2,607,826 2,607,249 △577

(6) 長期借入金 3,060,686 3,066,781 6,095

負債計 21,235,757 21,241,275 5,517

デリバティブ取引 （29,778） （29,778） －

（*）受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、電子記録債権に対して計上している貸倒引

当金を控除しております。

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる場合については、(　　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　　資　産

　　　　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、売掛金及び完成工事未収入金、(3) 電子記録債権

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　　　(4) 投資有価証券

　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。
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　　　　(5) 長期貸付金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規貸付を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

　　負　債

　　　　(1) 支払手形、買掛金及び工事未払金、(2) 電子記録債務、(3) 短期借入金、(4) 未払

　　　　　　法人税等

　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

　　(5) 社債、(6) 長期借入金

　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

    ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

　非上場株式等 98,015

　　　非上場株式等は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

    ３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 1,303,560 490,000 360,000 340,000

    ４．社債（１年以内に償還予定のものを除く）の連結決算日後の返済予定額

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

社債 1,840,084 ー ー ー

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,979円13銭

(2) １株当たり当期純利益 224円12銭

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 8 －



８．その他の注記

　（企業結合等関係）

　　取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

　　① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　 a.被取得企業の名称：Masteco Industry Co., Ltd.　（以下、「MASTECO社」）

　　　 事業の内容　　　：消防用機器の製造・販売

　　　 b.被取得企業の名称：Korea High Pressure Cylinder Co.Ltd(以下「KHPC社」)

　　　 事業の内容　　　： 高圧ガス容器、天然ガス容器の製造・販売

　　　 ※MASTECO社はKHPC社の株式を81.66％保有しており、KHPC社は当社の孫会社になって

おります。

　　② 企業結合を行った主な理由

　　　MASTECO社代表理事Juhwan Oh氏が連結会計基準上の緊密者の関係にあたるという判断

にいたり、当社および当社の緊密者となったJuhwan Oh氏のMASTECO社所有株式数を合わ

せ議決権が過半数となったことによります。

　　③ 企業結合日

　　　 2020年３月16日

　　　 2020年３月31日（みなし取得日）

　　④ 企業結合の法的形式

　　　当社の所有株式数に加え、新たに当社の緊密者となったMASTECO社代表理事Juhwan Oh氏

の所有株式数を合わせたことによる議決権の変動。

　　⑤ 結合後企業の名称

　　　 変更はありません。

　　⑥ 取得した議決権比率

　　　 20.86%(当社と緊密者の所有株式数を合算した議決権割合 72.52%)

　　⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　　当社の所有株式数に加え、新たに当社の緊密者となったMASTECO社代表理事Juhwan Oh氏

の所有株式数を合わせて議決権が過半数を超えたことによります。

(2) 連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　連結会計年度の末日が企業結合日(みなし取得日)であるため、連結計算書類には被取得

企業の業績は含まれておりません。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 企業結合直前に保有していた株式の時価　　739,200千円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 739,200

(4)被取得企業の取得原価と取得に至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

　段階取得に係る差損　246,879千円
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(5) 発生したのれんの金額及び発生原因

　① 発生したのれんの金額

　　　 230,263千円

　② 発生原因

　　取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、そ

の差額をのれんとして認識しております。

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　5,565,404千円

固定資産　　3,928,129

資産合計　　9,493,534

流動負債　　3,220,292

固定負債　　3,567,818

負債合計　　6,788,110

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が一定期間継続するものとして会計上の

見積りを行っていますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断していま

す。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度の

当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：千円）

純 資 産

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 198,087 932,247 7,216,714 8,347,048 △116,139 10,029,739

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435 △212,435 △212,435

当 期 純 利 益 1,705,764 1,705,764 1,705,764

固定資産圧縮積立金
の 取 崩

△4,121 4,121 － －

特別償却準備金の取
崩

△250,210 250,210 － －

自己株式の取得 △140,720 △140,720

株主資本以外の項目
の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △4,121 △250,210 1,747,660 1,493,328 △140,720 1,352,608

当 期 末 残 高 700,549 700,549 397,731 1,098,281 193,965 682,036 8,964,374 9,840,376 △256,859 11,382,348

純 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 293,403 293,403 10,323,143

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △212,435

当 期 純 利 益 1,705,764

固定資産圧縮積立金の
取 崩

－

特別償却準備金の取崩 －

自己株式の取得 △140,720

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

114,006 114,006 114,006

当 期 変 動 額 合 計 114,006 114,006 1,466,615

当 期 末 残 高 407,410 407,410 11,789,758

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。

　ロ．その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

　・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

　時価法を採用しております。

③　たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品、

　原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～47年

構築物　　　　　　　　５～50年

機械及び装置　　　　　２～17年

車両運搬具　　　　　　４～７年

工具、器具及び備品　　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支出に備えるため、当事業年度における

支給見込額に基づき計上しております。
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③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。

④　完成工事補償引当金　　　　　　完成工事に係る将来の瑕疵補償に備えるため、過去の

実績に基づきその発生見込額を計上しております。

⑤　修繕引当金　　　　　　　　　　工場における将来の修繕に要する支出に備えるため､ 

修繕計画において合理的に見積もった修繕額のうち、

当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

⑥　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（８年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８～16

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

⑦　役員退職慰労引当金　　　　　　役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、規程に

基づく支給見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

　　工事完成基準

　　なお、工事売上高のうち、工事進行基準による完成工事高は、18,772,312千円であり

ます。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理            消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

②　退職給付に係る会計処理        退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額                           2,938,685千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 137,767千円

②　短期金銭債務 221,816千円

③　長期金銭債務 10,000千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1) 売上高 211,898千円

(2) 仕入高 782,533千円

(3) 営業取引以外の取引高 113,448千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普通株式（株） 100,624 80,000 － 180,624

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加80,000株は、取締役会決議による自己株式の取得による

ものです。
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５．税効果会計に関する注記

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 6,820千円

未払費用 46,313千円

賞与引当金 183,112千円

未払事業税 38,122千円

完成工事補償引当金 22,068千円

修繕引当金 15,310千円

退職給付引当金 247,019千円

役員退職慰労引当金 40,494千円

たな卸資産評価損 124,834千円

減価償却費限度超過額 10,918千円

減損損失 18,151千円

投資有価証券評価損 35,722千円

為替差損益 64,244千円

その他 9,508千円

　繰延税金資産小計 862,637千円

　評価性引当額 △188,987千円

繰延税金資産合計 673,650千円

繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 △87,025千円

　特別償却準備金 △310,062千円

　その他有価証券評価差額金 △179,805千円

繰延税金負債合計 △576,893千円

繰延税金資産の純額 96,756千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

　(2) 子会社及び関連会社等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子 会 社
北海道ドライ

ケミカル㈱

所有

直接100.0％

商品の販売

及び

資金の預り

役員の兼任

資金の

預り
△130

関係会社

預 り 金
249,736

子 会 社
NDC

Korea㈱
所有

直接100.0％

原材料の仕

入及び

資金の貸付

役員の兼任

資金の

貸付
40,904

関係会社

長 期

貸 付 金

300,604

利息の

受取
5,641

その他流動

資 産

(未収入金)

2,296

子 会 社
広伸プラント

工業㈱

所有

直接100.0％

資金の貸付

役員の兼任

資金の

貸付
－

関係会社

短 期

貸 付 金

380,000

利息の

受取
1,773

その他流動

資 産

(未収入金)

291

子 会 社

Korea High 

Pressure 

Cylinder 

Co.Ltd

所有

間接 17.0％
資金の貸付

資金の

貸付
744,820

関係会社

長 期

貸 付 金

744,820

利息の

受取
－

その他流動

資 産

(未収入金)

1,632

関連会社
㈱イナートガ

スセンター

所有

直接 50.0％

商品の仕入

資金の貸付

資金の

貸付
△55,000

関係会社

長 期

貸 付 金

100,000

利息の

受取
600

その他流動

資 産

(未収入金)

－

（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利を勘案し、両者の協議により合理的に決定してお

　　　 ります。

　　　３．資金の預り及び資金の貸付の取引金額については前期末残高との純増減額を記載して

　　おります。
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　(3) 役員及び個人主要株主等

種 類
会社等

の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者

との関係

取引

内容

取引

金額

（千円）

科目

期末

残高

（千円）

子会社の

役 員
Juhwan Oh

（被所有）

　 0.0％
資金の貸付

資金の

貸付
2,676,000

長 期

貸 付 金
2,676,000

利息の

受取
－

その他流動

資 産

(未収入金)

2,016

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　資金の貸付の金利条件は、市場金利を勘案し、両者の協議により合理的に決定しておりま

　す。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,683円97銭

(2) １株当たり当期純利益 241円24銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

　当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響が一定期間継続するものとして会計上の

見積りを行っていますが、現時点において重要な影響を与えるものではないと判断しています。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌事業年度の当社の財

政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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